
第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。ああああああああああああああああああああああああああ

議案第 ６８ 号

平成２９年度　飛騨市公共下水道事業特別会計補正予算（補正第４号）

　平成２９年度飛騨市の公共下水道事業特別会計補正予算（補正第４号）は、次に定めるところによる。

　　　　　平成３０年２月２６日提出

飛騨市長 　都　竹　　淳　也ああああ

あ（歳入歳出予算の補正）あああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２５，３５４千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

あ９２３，４３３千円とする。あああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入

あ歳出予算補正」による。あああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

あ（地方債の補正）ああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ
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【第１表】 - 2 -

(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

04. 財 産 収 入 ４２９ △２７ ４０２

01. 財 産 運 用 収 入 ４２９ △２７ ４０２

05. 繰 入 金 ５７９，２１５ △５，６２７ ５７３，５８８

01. 他 会 計 繰 入 金 ５４９，２２７ △５，６２７ ５４３，６００

08. 市 債 ６３，４００ △１９，７００ ４３，７００

01. 市 債 ６３，４００ △１９，７００ ４３，７００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ９４８，７８７ △２５，３５４ ９２３，４３３

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

01. 下 水 道 事 業 費 ３４７，１３３ △２４，７１４ ３２２，４１９

01. 総 務 管 理 費 ２５３，１４５ △５，４５７ ２４７，６８８

02. 下 水 道 施 設 整 備 事 業 費 ９３，９８８ △１９，２５７ ７４，７３１

02. 公 債 費 ５９９，９３０ △６４０ ５９９，２９０

01. 公 債 費 ５９９，９３０ △６４０ ５９９，２９０

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ９４８，７８７ △２５，３５４ ９２３，４３３

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



補 正 後

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法限 度 額起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

起債の目的

補 正 前

限 度 額

（変　更） （単位：千円）

第 ２ 表 地 方 債 補 正

　　４．０％以内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について利率見直し

を行った後において

は当該見直し後の利

率）

証書借入

又は

証券発行

 下水道事業

　古川地区公共

　下水道事業

　神岡地区公共

　下水道事業

0063,400

　政府資金についてはそ

の融資条件により、銀行

その他の場合にはその債

権者と協定によるものと

する。ただし、市財政の

都合により据置期間及び

償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利債

に借換えすることができ

る。

証書借入

又は

証券発行

　　４．０％以内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について利率見直し

を行った後において

は当該見直し後の利

率）

00043,700

　政府資金についてはそ

の融資条件により、銀行

その他の場合にはその債

権者と協定によるものと

する。ただし、市財政の

都合により据置期間及び

償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利債

に借換えすることができ

る。
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【総　括】 - 4 -

１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

04. 財 産 収 入 ４２９ △２７ ４０２

05. 繰 入 金 ５７９，２１５ △５，６２７ ５７３，５８８

08. 市 債 ６３，４００ △１９，７００ ４３，７００

歳       入       合       計歳 入 合 計 ９４８，７８７ △２５，３５４ ９２３，４３３

(歳　出) (単位：千円)

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

01. 下 水 道 事 業 費 347,133 △24,714 322,419  △19,700 △27 △4,987

02. 公 債 費 599,930 △640 599,290    △640

歳 出 合 計 948,787 △25,354 923,433  △19,700 △27 △5,627

一 般 財 源



２　歳入

(款) 04. 財産収入

(項) 01. 財産運用収入 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 利子及び配当金 429 △27 402  01. 利子及び配当金 △27 累計 402

001. 公共下水道事業基金利子 △20(414)

002. 公共下水道事業減債基金利子 △7(15)

計 429 △27 402

(款) 05. 繰入金

(項) 01. 他会計繰入金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 一般会計繰入金 549,227 △5,627 543,600  01. 一般会計繰入金 △5,627 累計 543,600

001. 一般会計繰入金（全体） 70(3,380)

002. 一般会計繰入金（古川）

△3,324(415,983)

003. 一般会計繰入金（神岡）

△2,373(129,864)

計 549,227 △5,627 543,600

(款) 08. 市債

(項) 01. 市債

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道事業債 63,400 △19,700 43,700  01. 下水道事業債 △19,700 累計 43,700

001. 下水道事業債（古川） △4,700(14,000)

002. 下水道事業債（神岡）

△15,000(49,400)

計 63,400 △19,700 43,700
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目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額
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３　歳出
(款) 01. 下水道事業費

(項) 01. 総務管理費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 01. 一般管理費 90,073 43 90,116 △27 70  03. 職員手当等 70 累 計 8,571(8,501)

<財産収入 006. 時間外勤務手当 100(944)
△27> 011. 勤勉手当 △30(1,630)

25. 積立金 △27 累 計 8,201(8,228)

003. 公共下水道事業減債基金積立金

△ 7(15)

014. 公共下水道事業基金積立金

△ 20(8,213)

 02. 施設管理費 163,072 △5,500 157,572 △5,500 11. 需用費 △2,020 累 計 38,431(40,451)

005. 光熱水費 △2,020(29,200)

13. 委託料 △3,480 累 計 106,510(109,990)

009. 施設管理委託料 △500(67,274)

029. 設備保守点検委託料 △766(16,234)

141. 下水道台帳作成業務委託料

△ 780(1,260)

142. 管渠内テレビカメラ検査委託料

△ 300(1,098)

143. 汚泥収集・運搬委託料

△ 1,134(19,440)

計 253,145 △5,457 247,688 △27 △5,430

(款) 01. 下水道事業費

(項) 02. 下水道施設整備事業費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 01. 古川管渠施 8,500 △4,900 3,600 △4,700 △200 13. 委託料 △400 累 計 100(500)

設整備事業 <地方債 005. 調査委託料 △400(400)

費 △4,700> 15. 工事請負費 △3,800 累 計 3,200(7,000)

030. 下水道整備工事 △3,800(7,000)

22. 補償、補填 △700 累 計 300(1,000)

及び賠償金 002. 水道管移設等補償費 △700(1,000)

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



(款) 01. 下水道事業費

(項) 02. 下水道施設整備事業費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 02. 船津管渠施 64,768 △14,357 50,411 △15,000 643 13. 委託料 △900 累 計 1,140(2,040)

設整備事業 <地方債 142. 管渠内テレビカメラ検査委託料

費 △15,000> △ 900(2,040)

15. 工事請負費 △13,288 累 計 45,888(59,176)

030. 下水道整備工事 △13,288(59,176)

22. 補償、補填 △169 累 計 3,383(3,552)

及び賠償金 002. 水道管移設等補償費 △169(3,552)

計 93,988 △19,257 74,731 △19,700 443

(款) 02. 公債費

(項) 01. 公債費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 01. 元金 446,030 △482 445,548 △482 23. 償還金、利 △482 累 計 445,548(446,030)

子及び割引 004. 市債元金償還金 △482(446,030)

料

 02. 利子 153,900 △158 153,742 △158 23. 償還金、利 △158 累 計 153,742(153,900)

子及び割引 005. 市債利子償還金 △158(153,900)

料

計 599,930 △640 599,290 △640
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一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額
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１．一　般　職

　　（１）　総　　　括

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 4 12,139 8,571 20,710 3,857 24,567

補 正 前 4 12,139 8,501 20,640 3,857 24,497

比 較 0 0 70 70 0 70

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 524 334 1,044 360

補 正 前 524 334 944 360

比 較 0 0 100 0

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当

退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 2,514 1,600 252 1,943

補 正 前 2,514 1,630 252 1,943

比 較 0 △ 30 0 0

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当

の 内 訳

区　　分

区　　分



　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増　　減　　額

(千円) (千円)

給　　　料

職員手当 70 その他の増加分 70 支給対象異動 70

区　　　分

増　 減 　事 　由 　別 　内 　訳

説 明 備 考

- 9 -



- 10 -

　　（３）　給料及び職員手当の状況

      ア　職員１人当たり給与 （単位：円）

      イ　初　　任　　給

大 学 卒 179,200

159,800

179,200

147,100高 校 卒 147,100

短 大 卒 159,800

技能労務職

国 の 制 度

行政職(一) 福  祉  職

医　　　療　　　職

行政職(二)

医療(二) 医療(三)

平 均 給 与 月 額 (円)

区 分 行　政　職 福  祉  職

医　　　療　　　職

医療技術 保 健 師

平成29年12月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢 (歳) 35.4

(円) 251,700

280,177

平 均 給 与 月 額 (円) 279,293平成30年3月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 256,425

平 均 年 齢 (歳) 35.6

区 分 行　政　職 福 祉 職

医　　　療　　　職

技能労務職

医療技術 保 健 師



      ウ　級 別 職 員 数

職員数(人)
構成比（％）

職員数(人)
構成比（％）

職員数(人)
構成比（％）

職員数(人)
構成比（％）

職員数(人)
構成比（％）

６　　級

５　　級

４　　級

３　　級 2 50.0

２　　級

１　　級 2 50.0

計 4 100.0

６　　級

５　　級

４　　級

３　　級 2 50.0

２　　級

１　　級 2 50.0

計 4 100.0

　　　（級別の標準的な職務内容）

６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

部長･所長･参事

課　長 課長補佐
係長・主査

主　　任 主　　事

医療職（保健師）

区　　分

行　政　職

平成29年12月1日現在

医療職（医療技師）

平成30年3月1日現在

技能労務職

区　　　　　　　分 級

行　　　政　　　職 福　　祉　　職
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      エ　昇 給

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

職 員 数 (A) (人) 4 4

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人) 2 2

４号給 (人) 2 2

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 100.0 100.0

職 員 数 (A) (人) 4 4

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 4 4

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 100.0 100.0

補

正

前

号 給 数 別 内 訳

区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

補

正

後

号 給 数 別 内 訳



　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分

支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計

あ

ああA(月分)

職制上の段階、職務の

あ

級等による加算措置

備 考

６月(月分) 12月(月分)

補 正 後 ２．０７５ ２．３２５ ４．４０ 有

補 正 前 ２．０７５ ２．３２５ ４．４０ 有

国 の 制 度 ２．０７５ ２．３２５ ４．４０ 有

区 分

20年勤続の者

あ

あああ(月分)

25年勤続の者

あ

あああ(月分)

35年勤続の者

あ

あああ(月分)

最 高 限 度

あ

ああ (月分)

その他の加算措置等

退 職 時

特 別 昇 給

備 考

支 給 率 等 定年前早期退職特例措置25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

国 の 制 度

あ

（ 支 給 率 等 ）

定年前早期退職特例措置25.55625 34.58250 49.59000 49.59000
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　キ　特　殊　勤　務　手　当

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）

　ク　その他の手当

区 分 全 職 種

代 表 的 な 職 種

（平成３０年３月１日現在）

差　　　異　　　の　　　内　　　容

無

区 分

扶 養 手 当

代表的な特殊勤務手当の名称

住 居 手 当

国 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　　じ

通 勤 手 当

同　　　　　　じ

同　　　　　　じ



公共下水道事業特別会計 （単位：千円）

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額

1 7,436,284       7,027,574       43,700          436,289         6,634,985       

(1)

公共下水道

事 業

7,436,284       7,027,574       43,700          436,289         6,634,985       

2 115,543         106,405         -               9,259           97,146          

7,551,827       7,133,979       43,700          445,548         6,732,131       

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

準 公 営 企 業 債

資本費平準化債

合 計

区 分 前々年度末現在高

前 年 度 末 現 在 高

見 込 額

当 該 年 度 増 減 見 込

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書
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